
 エコライフチャレンジしまねの取組
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環境家計簿を記帳し、省エネ診断を行うことにより家庭の省エネを推進する。

平成２１年度末参加世帯累計：６，９９９世帯



 エコドライブキャンペーンの実施
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エコドライブ教習会やエコドライブ宣言の募集、エコドライブ街頭啓発活動の実施
等を行うことにより、自動車の燃費向上による運輸部門のＣＯ２排出削減につな
げる取組を推進している。

◎平成21年度実績
エコドライブ教習会（50人）
エコドライブ宣言（876人）
エコドライブ街頭啓発活動（2回：松江市、浜田市）



 もったいない生活日記
の取組
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小学生を対象に夏休みに行う省エ
ネの取組を記入し、実践することに
より家庭での省エネを推進する。

平成２１年度実績：１，３１３人参加
（追加として冬休みについても３１７
人が参加）



 地域グリーンニューディール基金を活用した事業の実施
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平成２１年度からの新規事業として、太陽光発電の導入や、公共施設・庁
舎の省エネ改修等（太陽光発電、ＬＥＤ照明導入等）を実施。公共施設等へ
の新（省）設備の率先導入や民間への導入補助等により、直説・間接的に
ＣＯ２排出削減を推進している。

◎平成21年度実績

県 …住宅用太陽光発電導入促進事業

しまね海洋館太陽光発電ＬＥＤ照明導入促進事業

市町村…庁舎、公共施設の省エネ改修等（5市町で実施）

※平成21～23年度における地球温暖化対策事業費：７７，０００万円



 地域推進計画、率先実行計画の策定及び地域協議会の設立
による取組の推進
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◎平成21年度実績：地域推進計画（16市町）

率先実行計画（19市町村）

地域協議会（10市町）

地域協議会助成実績：4市町

◎地域協議会実施内容

グリーンのカーテン、環境家計簿、エコドライブ、研修会、エコかるた、

新聞紙エコバッグ、エコワット・省エネナビの貸し出し等

各計画及び地域協議会により地域の取組を推進する。地域協議会の取組
については、取組が推進されるよう助成制度を実施。



Ⅰ 二酸化炭素排出量は、部門ごとに増加率や傾向などが異なるため、それ
ぞれの状況に応じた取組をどう進めていくか

①産業部門 …出荷額の伸びに左右される→原単位の削減

②運輸部門 …自家用車保有台数の増加 →燃費の改善、公共交通機関等の利用

③民生業務部門…床面積の増加 →空調やボイラー等の省エネの推進

④民生家庭部門…世帯数や家電製品の増加 →家庭での省エネの推進

⑤廃棄物部門 …廃棄物焼却量の増加 →廃棄物の減量化や３Ｒの推進

Ⅱ 島根県の地域特性（例えば、森林面積の割合が多い、自家用車への
依存度が高い、中小企業の占める割合が多い等）を踏まえた削減対策
をどう進めていくか
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①産業、運輸、民生業務、民生家庭、廃棄物の各部門ごとにどのよう
な取組を進めていくか

②島根県の地域特性を活かした具体的な削減対策は如何に
【例えば】
◎森林資源の有効な利活用
◎地方の交通特性を踏まえた対策
◎中小企業の取組
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前述の課題を踏まえ

※国においては、２０２０年に１９９０年比で温室効果ガスを２５％削減
することを国際公約し、取組を推進することとしているが、具体的な削減
内訳等は示されていない。
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島根県内の平成 19 年度（2007 年度）二酸化炭素排出量について 

 

島根県では，平成 17 年 3 月に「島根県地球温暖化対策推進計画」を改定し，県内にお

ける 2010 年度（目標年度）の二酸化炭素排出量を 1990 年度（基準年度）比で 28％（排出

量 2％，森林吸収量 26％）削減する目標を設定し，地球温暖化対策を推進している。 

この度，2007 年度の県内の二酸化炭素排出量の状況を次のとおり取りまとめた。 

 

1.二酸化炭素排出量 

2007 年度の県内の二酸化炭素排出量の状況は次のとおりである。 

（単位：千t-CO2）

基準年度
1990年度

2006年度 2007年度
前年度比

増減率(％)

2007年度
構成割合
(％)

基準年度比
増減率(％)

2010年度
削減目標

産業部門 1,773 1,970 2,047 3.9% 33.3% 15.5%

運輸部門 1,530 1,596 1,573 -1.4% 25.6% 2.8%

民生業務部門 922 1,105 1,044 -5.5% 17.0% 13.2%

民生家庭部門 1,107 1,330 1,358 2.1% 22.1% 22.7%

廃棄物部門 94 135 133 -1.5% 2.2% 41.5%

①排出量　計 5,426 6,136 6,155 0.3% 100.0% 13.4% -2%

②森林吸収量 － (1,187) (1,258) 6.0% － -23.2% -26%

合計　①+② 5,426 4,949 4,897 -1.1% － -9.7% -28%

参考)全国排出量
単位：百万t-CO2 1,144 1,267 1,301 2.6% － 13.7% －

※※

 
※ 森林吸収量については基準年度排出量に対する吸収量確保分として算定 

2.二酸化炭素排出量の状況 

 2007年度の二酸化炭素の排出量は，615万5千トンであり，基準年度と比べると，13.4％

増加し，前年度と比べると 0.3％増加した。 

 森林吸収量も含めた 2007 年度の二酸化炭素の排出量は，489 万 7千トンであり，前年

度と比べると 1.1％減少した。 

 

3.二酸化炭素排出量の増加の要因 

 基準年度からの排出量の増加は，産業部門が 27 万 4 千トン，民生家庭部門が 25 万 1

千トン，民生業務部門が 12 万 2 千トン増加していることが主な要因である。 

 前年度からの排出量の増加は，産業部門が 7 万 7 千トン，民生家庭部門が 2 万 8 千ト

ン増加していることが主な要因である。 

建設環境委員会資料 
平成 22 年 1 月 13 日 
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